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第１ 審査会の結論 

   足利市福祉事務所長（以下「処分庁」という。）が、審査請求人に対して令和

３(2021)年４月14日に行った生活保護法（昭和25年法律144号。以下「法」とい

う。）第63条の規定による生活保護費返還額決定処分（以下「本件処分」という。）

についての審査請求（以下「本件審査請求」という。）は棄却されるべきである

という知事（以下「審査庁」という。）の判断は、妥当である。 

 

第２ 諮問事案の概要 

   本件審査請求に係る概要は以下のとおりである。 

  １ 令和○(○○)年○月○日、審査請求人は○○県○○市から足利市内に転居

した。 

  ２ 令和○(○○)年○月○日、審査請求人は透析治療のために医療機関を受診

した。 

  ３ 令和○(○○)年○月○日、審査請求人は処分庁に生活保護申請を行った。 

  ４ 令和○(○○)年○月○日、処分庁は同年○月○日付で審査請求人の生活保

護開始決定を行った。 

  ５ 令和○(○○)年○月○日、審査請求人は２に係る重度心身障害者医療費助

成制度の助成金（以下「本件助成金」という。）を受領した。 

  ６ 令和３(2021)年４月14日、処分庁は本件助成金に相当する金額を返還対象

として本件処分を行った。 

  ７ 令和３(2021)年５月24日、審査請求人は栃木県知事に対し、本件処分の取

消しを求める審査請求を行った。 

  ８ 審査庁は、行政不服審査法(平成26年法律第68号)第43条第１項の規定によ

り、令和５(2023)年６月26日付けで本件審査請求について栃木県行政不服審

査会(以下「審査会」という｡)に諮問した。 

 

第３ 審査関係人の主張の要旨 

 １ 審査請求人 

   審査請求人の主張は本件処分の取消しを求めるもので、その理由を要約する

と以下のとおりである。 

  (1) ○○県○○市で生活保護を受給していたが、足利市に転居したことで廃止

されたため生活保護申請を行った。○○市福祉事務所に対しケース移管を依

頼したが受付けてもらえなかった。ケース移管さえしてもらえれば今回の費

用返還は無かったはずである。 

  (2) 重度心身障害者医療費助成制度を元に支払った１万円は自立更生費として

支払っており、本件助成金はその自立更生費が返還されたものであるから収

入認定するべきではない。 

 ２ 審査庁 

   本件審査請求は、審理員意見書のとおり棄却されるべきである。 
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第４ 審理員意見書の要旨 

 １ 結論 

   本件審査請求には理由がないことから、行政不服審査法第 45 条第２項の規定

により、棄却されるべきである。 

 ２ 理由 

  (1) 本件処分に係る関係法令等の規定について 

    法に基づく生活保護の実施に係る事務は、地方自治法第２条第９号第１号

に規定する法定受託事務であり、法令のほか｢生活保護法による保護の実施要

領について｣(昭和36年４月１日付け厚生省発社第123号厚生事務次官通知。以

下「次官通知」という。)、｢生活保護法による保護の実施要領について｣(昭和

38年４月１日付け社発第246号厚生省社会局長通知。以下「局長通知」という。)

等に基づいて行われ、これら国からの通知は、法令受託事務の処理基準と位

置づけられている。 

   ア 収入認定に係る規定について 

    (ｱ) 次官通知第８の３[認定指針](2)ア(ア)で、｢恩給、年金、失業保険その

他の公の給付(地方公共団体又はその長が条例又は予算措置により定期的

に支給する金銭を含む。)については、その実際の受給額を認定すること。」

とされている。 

    (ｲ) 次官通知第８の３[認定指針](2)ア(イ)で、｢収入を得るために必要な経

費として、交通費、所得税、郵便料等を要する場合又は受給資格の証明の

ために必要とした費用がある場合は、その実際必要額を認定すること。」と

されている。 

    (ｳ) 次官通知第８の３[認定指針](3)エで、収入として認定しないものとし

て、「自立更生費を目的として恵与される金銭のうち当該被保護世帯の自

立更生のために当てられる額」とされている。 

   イ 費用返還に係る規定について 

    (ｱ) 法第63条において、「被保護者が、急迫の場合において資力があるにも

かかわらず、保護を受けたときは、保護に要する費用を支弁した都道府

県又は市町村に対して、すみやかに、その受けた保護金品に相当する金

額の範囲内において保護の実施機関の定める額を返還しなければならな

い。」と定められている。 

    (ｲ) ｢生活保護問答集について」（平成21年３月31日付け厚生労働省社会・援

護課長事務連絡。以下「別冊問答集」という。）問13―５（法第63条に基づ

く返還の決定）で、「原則として当該資力を限度として支給した保護金品の

全額を返還額とすべきである。しかしながら、保護金品の全額を返還額と

することが当該世帯の自立を著しく阻害すると認められるような場合につ

いては、次の範囲においてそれぞれの額を本来の要返還額から控除して返

還額を決定する取扱いとして差し支えない。」と、返還額から控除する取扱

いをするものとして、「当該世帯の自立更生のためのやむを得ない用途にあ
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てられたものであって、地域住民との均衡を考慮し、社会通念上容認され

る程度として実施機関が認めた額」とされている。 

    (ｳ) 別冊問答集問13―６（費用返還と資力発生時点）で、｢保護開始前の災害

等により補償金（中略）、保険金等が保護開始後に支給された場合は、被災

したことが明らかである限り、被災時より補償金請求権、保険金請求権等

は客観的に確実性を有するものであることから、保護開始時より資力があ

るものとして返還額決定の対象となる。｣とされている。 

  (2) 本件処分の妥当性について 

   ア 本件助成金の性格について 

     本件助成金は、(1)ア(ｱ)のとおり恩給、年金、失業保険金その他の公の給

付に該当するものであり、審査請求人の本件助成金自体を自立更生のための

給付とする主張は認められない。 

     なお、恩給、年金、失業保険金その他の公の給付については、(1)ア(ｲ)の

とおり、必要経費を実費控除することとされている。 

   イ 法第63条の適用について 

    (ｱ) 法第63条は、被保護者が、資力があるにもかかわらず保護を受けたとき

は、保護を受けた保護金品に相当する金額の範囲内において保護の実施機

関が定める額を返還しなければならないと規定している。 

    (ｲ) 本件における資力の発生時点について検討すると、審査請求人は国民健

康保険の被保険資格及び重度心身障害者医療費助成制度の受給資格を取得

した状態で医療機関を受診した令和○(○○)年○月○日に自己負担が発生

し、当該自己負担金は後日補填される金銭であり同年○月○日に受領して

いる。別冊問答集問13－６で、保護開始前の災害等による補償金等が保護

開始後に支給された場合は、被災時より補償金請求権等は客観的に確実性

を有するものであることから、保護開始時より資力があるとの考え方を示

している。 

    (ｳ) 本件助成金についても、保護開始前の治療行為に基づいて助成金の請求

権が発生していたものであり、審査請求人には保護開始時より潜在的な資

力があったと認めることができることから、処分庁が審査請求人に法第63

条に規定する「資力があるにもかかわらず保護を受けたとき」に該当する

として、保護費の返還を求めたことには正当な理由がある。 

   ウ 費用返還額の決定について 

    (ｱ) 法第63条に基づく費用返還額は、別冊問答集問13―５によると原則全額

を返還対象とすることとされている。 

    (ｲ) 処分庁は、審査請求人に対し調査を行い、本件助成金の使途は生活費で

あること、必要経費は発生していないことを確認している。 

    (ｳ) 処分庁は、令和○(○○)年○月○日及び○月○日に本件処分に係るケー

ス診断会議を実施し、本件助成金から控除すべき額がないことを認定して

いる。また、返還対象期間に審査請求人世帯に支給した生活保護費と審査
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請求人が受領した本件助成金を比較し、支給した保護費の方が大きいこと

から本件助成金全額を要返還額として決定した。 

    (ｴ) 以上のことから、返還額決定に至る過程に不適切な点は認められない。 

 

第５ 審査会の判断 

 １ 審理手続きについて 

   本件審査請求に係る審理手続きは、適正に行われたものと認められる。 

   なお、審査庁においては、事案の迅速な処理に留意されたい。 

 ２ 本件処分の妥当性について 

   本件審査請求は、保護開始前に受給権があった重度心身障害者医療費助成制度

による助成金を、保護開始後に受領したことにより生じた生活保護費の返還額決

定処分である。以下、本件処分の妥当性について検討する。 

  (1) 法第63条の適用可否について 

   ア 別冊問答集問13―６を踏まえ本件助成金について検討すると、保護開始前

の治療行為に基づいて審査請求人に請求権が発生していることから将来本件

助成金の受領には確実性があり、審査請求人は保護開始時点で資力を有して

いたと判断できる。 

   イ よって、本件助成金は、審査請求人が生活保護申請を行った日(令和○(○

○)年○月○日)時点では活用できないが、同年○月○日に受領したことによ

り活用できるようになった資力であると捉えることができる。 

   ウ したがって、処分庁が審査請求人は法第63条の「資力があるにもかかわら

ず保護を受けたとき」に該当すると判断し法第63条を適用したことに違法又

は不当な点はなく妥当である。 

  (2) 本件助成金の返還妥当性について 

   ア 審査請求人は、「○○市福祉事務所に対しケース移管を依頼したが受け付

けてもらえなかった」「移管をしていれば費用返還額はなかった」旨主張して

いるが、移管は法令や通知に規定はなく行政処分でもないと認められる。ま

た、移管をするか否かは転出前の実施機関が判断するものであり、転出後の

実施機関である処分庁に対して不服を主張することはできない。なお、処分

庁は、審査請求人が生活保護を申請した令和○(○○)年○月○日に遡及して

保護を開始しており、審査請求人の事情を最大限考慮した適正な手続きを行

っていると認められる。 

   イ 本件助成金受領に係る保護費の返還金額について、審査請求人は自立更生

費の返還であり収入に値せず返還を要しない旨主張していることから、その

妥当性を検討する。 

   ウ 別冊問答集問13―５において、法第63条に基づく費用返還額は原則全額を

返還対象とすること、受領した金品のうち自立更生の用途に充てられたと実

施機関が認めた金額に限り収入として認定しないこととされている。処分庁

は、審査請求人が生活保護を申請した後に社会福祉協議会から令和○(○○)
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年○月○日に受診した分の医療費の支払いに充てるため借入れた金銭につい

て収入として認定せず、結果として自立更生費として認めた場合と同様の扱

いをしていることから、審査請求人のイの主張は自立更生費を二重に認める

こととなり採用できない。 

   エ また、処分庁は、令和○(○○)年○月○日に審査請求人から本件助成金を

生活費に消費したこと、本件助成金受領のために交通費等の必要経費は発生

していないことを確認しており、法、局長通知等に従って返還額を決定して

いると認められる。 

   オ したがって、処分庁が本件助成金全額を返還対象としたことに違法又は不

当な点はなく妥当である。 

 ３ 結論 

   以上のことから、当審査会は冒頭の「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。 

 ４ 附言 

   本件審査請求については、諮問までに２年以上を要しており、諮問までの期間

が長いと言わざるを得ない。審査庁においては、簡易迅速な手続きにより権利利

益の救済を図るという行政不服審査制度の目的に則り、審査手続を迅速に行うべ

きであることを申し添える。 
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審査会の処理経過 

 

    審査会の処理経過は、次のとおりである。 

年 月 日 処   理   内   容 

令和５(2023)年６月26日 ・諮問庁から諮問書を受理 

令和５(2023)年12月13日 
（第57回審査会第３部会） 

・事務局から経過概要の説明 
・第１回審議 

令和６(2024)年１月17日 
(第58回審査会第３部会) 

・第２回審議 

令和６(2024)年２月14日 
(第59回審査会第３部会) 

・第３回審議 

 
 

栃木県行政不服審査会第３部会委員名簿 
 

氏  名 職  業  等 備  考 

田 中 修 二 人権擁護委員  

根 本 智 子 弁護士  

村 上 順 男 元栃木県労働委員会事務局長 第３部会部会長 
職務代理者 

和 田 佐英子 宇都宮共和大学シティライフ学部
教授 

第３部会部会長 

（五十音順） 


